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抄　録

　我々は、先行研究で要支援・要介護高齢者において、不活動時間の多い者は日常生活
活動（ADL）能力が低いことを明らかにした。身体機能の低下は、ADL 能力の低下に
関与する。そこで不活動時間の増加は、身体機能を低下させ、結果 ADL 能力を低下さ
せている可能性もある。本研究では要支援・要介護高齢者の不活動時間と身体機能の関
係性を検討した。対象は、通所施設を利用する65歳以上の要支援・要介護高齢者32名と
した。不活動時間は、国際標準化身体活動質問票 にて聴取した。身体機能は、Short 
Physical Performance Battery にて評価した。不活動時間と身体機能に有意な負の相関
関係を認めた（Pearson: r=－0.57, p<0.05）。また性別、年齢で調整した重回帰分析でも、
不活動時間は身体機能の独立した予測因子であった（β=－0.55, p<0.05）。以上より、
通所施設を利用する要支援・要介護高齢者で、不活動時間が多い者は身体機能が低いこ
とが示唆された。今後は不活動時間、身体機能、ADL 能力の関係を検討する予定である。
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背　景

　日本の総人口に占める65歳以上の人口の割合（高齢化率）は、平成25年で25.1％、平
成72年においては39.9％にも達すると報告されている1）。これは平成72年度に2.5人に 1
人が65歳以上という計算になる。また厚生労働省の「平成25年度介護保険事業状況報告
（年報）」によると、要支援・要介護認定者の総数は平成25年で584万人程度であり、こ
の数は過去に比べ年々増加の傾向を示している2）。したがって要支援・要介護状態にあ
る高齢者の日常生活活動（ADL: Activities of daily living）能力の維持・改善は、今以
上に重要な課題であり、それに伴い ADL 能力の維持・改善に関する知見の構築が必要
である。　
　我々の先行研究で通所施設を利用する65歳以上の要支援・要介護高齢者において、不
活動時間の多い者は ADL 能力が低いことを明らかにした3）。一方で、地域在住高齢者
の身体機能の低下は、ADL 能力の低下に関与することが報告されている4）。そこで不活
動時間の増加は、要支援・要介護高齢者の身体機能の低下をもたらし、結果的に ADL
能力を低下させている可能性も考えられる。
　以上より、本研究では通所施設を利用する65歳以上の要支援・要介護高齢者を対象
に、ADL 能力に影響を与えると考えられる不活動時間と身体機能の二者間の関係性を
検討した。 

方　法

　対象は、通所施設を利用する65歳以上の要支援・要介護高齢者32名とした （男性13
名、女性19名）。主疾患の内訳は、脳血管系疾患が10名、整形外科系疾患が15名、その
他が 7 名であった。要支援・要介護状態の内訳は、要支援が 2 名、要介護 1 が 9 名、要
介護 2 が10名、要介護 3 が10名、要介護 4 が 1 名であった。対象者には口頭ならびに紙
面にて研究の主旨を十分説明し、同意を得た。また本研究は健康科学大学倫理委員会の
承認のもと実施した。身体活動は、信頼性かつ妥当性が示されている国際標準化身体活
動質問票 （IPAQ：International Physical Activity Questionnaire）日本語版 Short Version
を用いて測定した5）。 IPAQ Short Version は 1 週間の運動実施状況 （分／日）を「 1 ．
強い身体活動、 2 ．中等度の身体活動、 3 ．10分以上続けての歩行」の 3 つのカテゴ
リー、不活動状況 （分／日）を平日、休日の 2 つのカテゴリーに分けている。通所施設
を利用していることを考慮し、運動実施状況ならびに不活動状況は原則的に施設を利用
していない平日（分／日）を参考に聴取した。
　身体機能の評価は、Short Physical Performance Battery （SPPB）を用いた6）。SPPB
は、閉脚立位、セミタンデム立位、タンデム立位からなるバランス項目、4 m 歩行時間、
椅子からの 5 回立ち上がり時間から構成されおり、バランス項目、 4 m 歩行時間、椅
子からの 5 回立ち上がり時間の各指標が 0（不能）から 4（ベスト）までのカテゴリーに
分けられ、合計12点が最高点である。
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　統計解析については、JMP11 （SAS Institute Inc., Cary, NC, USA）を用いた。IPAQ 
Short Version による不活動時間と SPPB による身体機能の関係性を Pearson の積率相
関分析を用いて検討した。身体機能は性別、年齢の影響を受けることが報告されてい
る7, 8）。そこで性別、年齢で調整し、目的変数を SPPB による身体機能、説明変数を
IPAQ Short Version による不活動時間とした重回帰分析も実施した。有意水準は危険
率 5 ％未満とした。

結　果

　対象者の特徴を表 1 に示す。IPAQ Short Version で「 1 ．強い身体活動、 2 ．中等
度の身体活動」を実施している対象者はいなかった。また「 3 ．10分以上続けての歩行」
についても実施しているものは 6 名のみであった。Pearson の積率相関分析にて、不活
動時間と SPPB による身体機能に有意な負の相関関係が認められ （r=－0.57, p<0.05）、
不活動時間の多い者は身体機能が低いという結果になった。また性別、年齢で調整し目
的変数を SPPB による身体機能、説明変数を IPAQ Short Version による不活動時間と
した重回帰分析を実施した。その結果、不活動時間は SPPB による身体機能の独立した
予測因子として抽出された （β=－0.55, p<0.05, 表 2 ）。

表 1 　対象者の特徴

項　　　目 平均値±標準偏差

年齢 （歳） 82.6±8.3
身長 （cm） 149.6±11.2
体重 （kg） 49.4±9.9
BMI （kg/m2） 22.0±3.1
SPPB（合計点） 6.1±3.0
SPPB（バランス , 得点） 2.7±1.3
SPPB（歩行時間 , 得点） 1.8±1.0
SPPB（ 5 回立ち上がりの時間 , 得点） 1.5±1.4
不活動時間 （平日 , 分 / 日） 　306.6±180.4

BMI: Body Mass Index　SPPB: Short Physical Performance Battery

表 2 　重回帰分析を用いた身体機能と不活動時間の関係性の検討

β CI P 値

性別 　0.02 －0.863 －1.010 n.s.
年齢 －0.25 －0.204 －0.022 n.s.
不活動時間（平日 , 分 / 日） －0.55 －0.014 －0.004 <0.01

CI: Confidence Interval（信頼区間）
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考　察

　本研究より、通所施設を利用する65歳以上の要支援・要介護高齢者において、不活動
時間が多い者は身体機能が低いことが示唆された。身体不活動により、身体機能に関与
する筋肉量が減少することが報告されている9, 10）。本研究でも不活動時間が筋肉量や筋
力を低下させ、結果的に SPPB で測定した身体機能に影響を与えた可能性がある。
　先行研究にて、不活動時間の多い者は ADL 能力が低いことを明らかにし、また身体
機能の低下は ADL 能力の低下に関与することが報告されている3, 4）。不活動時間、身体
機能、ADL 能力の関係性について、観測データの背後にある要因間の関係を検討でき
る共分散構造分析という分析方法がある11）。共分散構造分析ではパス図を作成し不活動
時間が直接 ADL 能力に影響を与えるのか、または不活動時間が身体機能を低下させ、
結果的に ADL 能力を低下させているのか、標準化直接効果、標準化間接効果という値
で検討が可能である12）。そのため今後は不活動時間、身体機能、ADL 能力の関係性を
共分散構造分析などを用いて検討していく予定である。
　最後に本研究の限界として、まず我々の先行研究も含め対象者数が少ないため、対象
者数を増やし検討していきたいと考えている。また身体機能の低下が、活動性の低下を
もたらすとの報告もある13）。本研究は横断研究であるため、今後は縦断研究などを実施
し、因果関係を明らかにしていく予定である。さらに我々の研究で、身体活動量の測定
に質問紙票を使用しているため、今後は 3 軸加速度の身体活動量計の使用も検討してい
く必要があると考えられる。
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Abstract
　Our previous study showed that increased physical inactivity was related to a 
decline in ability to perform activities of daily living in older adults aged ≥65 years 
who were receiving long-term care at a day service center. On the other hand, it has 
been reported that declined physical function is associated with a declined ability to 
perform activities of daily living in older adults. In the present study, we aimed to 
investigate the relationship between physical inactivity and physical function in older 
adults who were receiving long-term care at a day service center. Thirty-two 
subjects aged 65 years and above were recruited from a day service center. The 
levels of physical inactivity and physical function were measured using International 
Physical Activity Questionnaire－Short Form and the Short Physical Performance 
Battery, respectively. Physical inactivity was negatively correlated with physical 
function (r =－0.57, p<0.05) on Pearson’s correlation coefficient analysis. Moreover, 
physical inactivity was an independent predictor of physical function in a multiple 
regression analysis adjusted for sex and age (β=－0.55, p<0.05). These results 
suggest that increasing physical inactivity may lead to declined physical function in 
older adults receiving long-term care at day service centers.
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